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審査会合におけるコメント

※１：断層長さ20km
※２：断層長さ27km

Ｎｏ． コメント時期 コメント内容 今回ご説明資料の掲載箇所

S188
2021年2月5日

第943回審査会合

「横浜断層(東傾斜)による地震」は地質調査結果に基づくものではなく,地震動評価上の保守性確保の観点から
考慮したものとはしているが,検討用地震として選定した考え方,基本ケースおよび不確かさケースの設定におい
ては,その考え方を整理したうえで保守性を考慮し検討すること。

本編資料 p.26～78

S202
2021年9月17日

第1005回審査会合

検討用地震として「横浜断層による地震」を選定し，その不確かさケースとして東傾斜のモデルを設定しているが，
東傾斜は下北半島東西断面中央部付近の狭隘な速度構造の高まりを踏まえ設定していることを重視し，評価し
た地震の概念が分かるような名称として検討用地震の位置づけを明確にすること。

本編資料 p.27，31～34

S203
2021年9月17日

第1005回審査会合

東傾斜の断層による地震の地震動評価について以下の点を踏まえて再検討すること。
①検討ケースの位置づけ

東傾斜の断層による地震は地表に活断層が現れないことが前提なので，ケース２※１を基本とし，ケース３※２

は規模の不確かさとして位置づけすることが妥当ではないか。
②震源モデルの設定

東傾斜の想定位置は敷地に近づけたというよりも，地表痕跡の認められる位置で考慮したという整理の方が
適切ではないか。

③ケース２の更なる不確かさの考え方
・東傾斜の断層による地震は，不確かさを考慮して地震評価上の保守性を確保していることを踏まえ，基本

ケースあるいは不確かさケースの区分を適切に改めること。
・東傾斜では実体的にL=20kmを基本ケースとしているが，L=20kmが基本ケースとなる根拠が不明確。文献内

容も踏まえた考え方の整理が必要。
・中越沖地震の知見（応力降下量の1.5倍）は，必ずしも地震発生層を飽和する規模以下の地震に適用できな

いとはされていない。ケース２－２はケース２－１の応力降下量の不確かさケースとしては不十分。
・M0の小さい不確かさケース２－１では，M0の算定に入倉・三宅式よりもSomerville式を採用した方がM0が大き

く評価されることから，評価の適切性について整理・説明が必要。
・アスペリティ位置の影響について分析・評価を行うこと。

本編資料 p.31，32，52～78
補足説明資料 p.25～29

S204
2021年9月17日

第1005回審査会合

下北半島の地質構造上の特徴を踏まえた東傾斜の地震の評価結果の保守性確認の一環として，「震源を特定
せず策定する地震動」と比較することは有益である。解放基盤表面位置における「標準応答スペクトル」の評価
結果を速やかに提示すること。

本編資料 p.76，78
補足説明資料 p.32～38

S205
2021年9月17日

第1005回審査会合
一部のスペクトル図では，線が輻輳しており視認性が劣るため，表示方法の改善を試みること（第1005回審査会
合資料１－２のｐ.53，資料１－３のｐ.27）。

本編資料 p.45，48，51，64，67，
70，73，76，78
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敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定
• 地質調査，観測記録等による敷地地盤の振動特性の検討
• 経験的グリーン関数法に用いる地下構造モデル（はぎとり

地下構造モデル）の設定
• 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定
• 理論的手法に用いる地下構造モデルの設定

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

①検討用地震の選定，断層モデルの設定

基準地震動の策定

基準地震動の超過確率の参照

特定震源モデル及び領域震源モデルに基づき地震ハザード評価を実施

敷地周辺の地震発生状況

• 被害地震
• 敷地周辺で発生したM5.0以上の地震
• 敷地周辺で発生したM5.0以下の地震
• 震源として考慮する活断層

基準地震動の策定全体フローと本資料の説明範囲

プレート間地震 海洋プレート内地震 内陸地殻内地震

②地震動評価

断層モデル手法を用いた地震動評価

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」と「震源を特定せず策定する地震動」の評価結果を踏まえて策定

応答スペクトルに基づく地震動評価

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.2 一部修正

震源を特定せず策定する地震動

地域性を考慮する地震

全国共通に考慮すべき地震

2004年北海道留萌支庁南部の地震

標準応答スペクトル

凡例 ：本資料の説明範囲 ： 説明済の個所 ： 本資料対象範囲外
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申請時（2014年6月）からの主な変更点

内陸地殻内地震の地震動評価における申請時（2014年6月）からの主な変更点

申請時（2014年6月） 第943回適合性審査会合 第1005回適合性審査会合 本資料

地震発生層
• 微小地震分布等に基づき，3km～

15㎞に設定

• 同左
• As-netや海陸統合探査等の結果

による検討の追加
• 同左 • 同左

検討用地震の選定 • 横浜断層による地震

• 横浜断層（西傾斜）による地震・・・
震源として考慮する活断層等から
選定される地震

• 横浜断層（東傾斜）による地震・・・
地震動評価上の保守性確保の観
点から考慮する地震

• 検討用地震は「横浜断層による地
震」とすることで再度見直した。

• 西傾斜の地震，東傾斜の地震は
横浜断層による地震の不確かさ
ケースの位置づけに見直しし，考
え方を再整理した。

２つの検討用地震を選定
①横浜断層による地震・・・震源とし

て考慮する活断層等から選定され
る地震

②下北半島中軸部高速度層の高ま
りに基づく地震・・・下北半島東部
の地質構造上の特徴から想定する
地震

検
討
用
地
震
の
設
定

主な断層
ﾊﾟﾗﾒｰﾀ

基
本

• 地質調査結果及び地震調査研究
推進本部※に基づく設定

• 同左 • 同左 • 同左

不
確
か
さ

• 2007年新潟県中越沖地震を踏ま
えた応力降下量（短周期レベル）
（強震動予測レシピ※の1.5倍） 等

• 同左

• 西傾斜，東傾斜の他に，断層長さ，
傾斜角，アスペリティの応力降下
量（短周期レベル）等に関し，不確
かさケースについて再整理した。

• 横浜断層〔東傾斜（L=20km）〕につ
いて，傾斜角45度のケースを追加
した。

基本ケースの位置づけの見直しに
伴い，再整理
①横浜断層による地震

• アスペリティの応力降下量
②下北半島中軸部高速度層の高ま

りに基づく地震
• 地震規模
• 断層傾斜角
• アスペリティの応力降下量

地
震
動
評
価

応答スペクトル
に基づく評価

• Noda et al.(2002)を用いた評価
• 同左
• 横浜断層（東傾斜）による地震につ

いては各種距離減衰式を適用
• 同左

• 同左
• 下北半島中軸部高速度層の高ま

りに基づく地震については各種距
離減衰式を適用

断層モデル手
法を用いた評価

• 統計的グリーン関数法及びハイブ
リッド合成法

• 同左
• 地下構造モデルは地下構造評価

を踏まえ見直し
• 同左 • 同左

※：申請時においては地震調査研究推進本部（2009），第943回適合性審査会合以降においては地震調査研究推進本部（2020）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.3 一部修正
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１．敷地周辺の被害地震及び震源として考慮する活断層

１．１ 主な被害地震
１．２ 敷地周辺における地震の発生状況
１．３ 敷地周辺の震源として考慮する活断層
１．４ 敷地周辺の被害地震及び震源として考慮する活断層 まとめ
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１．１ 主な被害地震

（１）敷地周辺における主な被害地震 震央分布図

敷地周辺の主な被害地震の分布
（599年～2021年5月）

 敷地に最も近い位置で発生している被害地震
は1978年下北半島付近の地震〔２地震
（M5.8,Xeq=28km），（M5.8,Xeq=30km）〕であり，
地震規模は小さい。

 M7以上の被害地震としては，陸域の西側で
1766年津軽の地震（M7.3，Xeq=94km）等が発
生しているが，敷地からの距離は遠い。

 また，さらに遠方の日本海東縁部では，1983
年日本海中部地震（M7.7）及び1993年北海道
南西沖地震（M7.8）が発生している。

【敷地周辺における主な被害地震の特徴】

発生年月日 震源地名
地震
規模

震央距離
（km）

等価震源距離※２

（km）

1766. 3. 8 津軽 M7.3 93 94

1769. 7.12 八戸 M6.5 67 68

1793. 2. 8 西津軽 M7.0 127 128

1832. 3.15 八戸 M6.5 56 57

1854. 8.28 陸奥 M6.5 67 68

1901. 9.30 岩手県久慈沖 M6.9 117 118

1902. 1.30 三戸地方 M7.0 76 78

1978. 5.16 下北半島付近 M5.8 27 28

1978. 5.16 下北半島付近 M5.8 28 30

敷地周辺の内陸地殻内で発生した主な被害地震※１

※１：次頁のマグニチュード－震央距離図により敷地で震度Ⅳ以上の主な内陸地
殻内地震

※２：等価震源距離は地震規模及び震央距離から算定1918年以前は宇佐美ほか（2013），1919年以降は気象庁（2020）による。
2021年2月13日福島県沖の地震，2021年3月20日宮城県沖の地震及び5月1日宮城県沖の地震は，気象庁震源リスト
〈https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/daily_map/index.html〉による。
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8.0≦Ｍ

東通原子力発電所

1766年津軽の地震

1793年西津軽の地震

1901年岩手県久慈沖の地震

1902年三戸地方の地震

1769年八戸の地震
1854年陸奥の地震

1832年八戸の地震

1978年下北半島付近の地震

8.0≦Ｍ

7.0≦Ｍ＜8.0

6.0≦Ｍ＜7.0

   　Ｍ＜6.0

1978年下北半島付近の地震

〇：次頁のマグニ

チュード－震央距
離図で震度Ⅳ以
上の主な内陸地
殻内地震を示す。

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.7 再掲
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１．１ 主な被害地震

（２）敷地周辺における主な被害地震 マグニチュード－震央距離図

※：2011年東北地方太平洋沖地震のMと⊿は，神田ほか（2012）
による震度インバージョンによる値（M8.1，⊿=356km)を用いた。

：1766年津軽の地震(M7.3,Xeq=94km)
：1769年八戸の地震(M6.5,Xeq=68km)
：1793年西津軽の地震(M7.0,Xeq=128km)
：1832年八戸の地震(M6.5,Xeq=57km)
：1854年陸奥の地震(M6.5,Xeq=68km)
：1901年岩手県久慈沖の地震(M6.9,Xeq=118km)
：1902年三戸地方の地震(M7.0,Xeq=78km)
：1978年下北半島付近の地震(M5.8,Xeq=28km)
：1978年下北半島付近の地震(M5.8,Xeq=30km)

主な被害地震の応答スペクトル（水平方向）
〔Noda et al.(2002)〕

 敷地周辺で発生した主な被害地震のマグニチュード（M）-震央距離（⊿）図と村松(1969)及び勝又・徳永(1971)の震度区分（気象庁
旧震度階級）の関係では，内陸地殻内の被害地震で敷地において震度〔Ⅴ〕以上のものは発生していない。

 また，Noda et al.(2002)を用いた応答スペクトルの比較から，敷地への影響が大きい被害地震は，1766年津軽の地震（M7.3，
Xeq=94km）及び1978年下北半島付近の地震（M5.8，Xeq=28km）である。

【敷地周辺における主な被害地震が敷地に与える影響】
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1978年下北半島付近の地震

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.8 再掲

［Ⅲ]～[Ⅵ]は気象庁旧震度
階級で，震度の境界線は村
松(1969)及び勝又・徳永
(1971)による。
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幅50km

敷地周辺におけるM5.0以上の震央分布
〔1919年1月～2018年12月：気象庁（2020）〕

１．２ 敷地周辺における地震の発生状況

（１）敷地周辺におけるＭ5.0以上の地震の発生状況
【気象庁で観測された地震の震源分布の特徴】

 内陸での発生頻度は低い。
 1919年以降，敷地から100km以内ではM7を超える地震は発生していない。

敷地周辺におけるM5.0以上の震源鉛直分布
〔1919年1月～2018年12月：気象庁（2020）〕

震
源

深
さ

（
km

）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.9 再掲
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敷地周辺における微小地震の分布（震源深さ≦30km）
〔2011年1月～2018年12月：気象庁（2020）〕

敷地周辺における微小地震の震源鉛直分布
〔2011年1月～2018年12月：気象庁（2020）〕

１．２ 敷地周辺における地震の発生状況

（２）敷地周辺におけるＭ5.0以下の地震の発生状況

 敷地周辺の微小地震分布（M≦5.0）では，敷地付近において特に集中は見られない。

【気象庁で観測された微小地震の震源分布の特徴】

幅50㎞

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.10 再掲
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１．３ 敷地周辺の震源として考慮する活断層

断層名 評価長さ

陸域

横浜断層 約15.4km

出戸西方断層 約11km

上原子断層
約51km

七戸西方断層

折爪断層 約53km

根岸西方断層 約38km

青森湾西岸断層帯 約31km

津軽山地西縁断層帯北部 約16km

津軽山地西縁断層帯南部 約23km

函館平野西縁断層帯

海域南東延長部を含む
函館平野西縁断層帯

約26km

海域南西延長部を含む
函館平野西縁断層帯

約28km

海域
敷地東方沖断層 約14.5km

恵山沖断層 約47km

震源として考慮する活断層

 地質調査による震源として考慮する活断層（第878回適合性審査会合 資料１－１ p.7-3） に示したとおり，半径30km以内には，
横浜断層〔断層長さ（L)=約15.km〕，出戸西方断層（L=約11km）及び敷地東方沖断層（L=約14.5km）がある。

N

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.11 再掲
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１．４ 敷地周辺の被害地震及び震源として考慮する活断層 まとめ

 敷地に最も近い被害地震として1978年下北半島付近の地震が発生しているが，地震規模はM5.8と小さい。一
方，M7以上の被害地震では1766年津軽の地震（M7.3）等が発生しているが，敷地からの距離は遠く，これらの
地震が敷地に与える影響は震度Ⅳ程度である。過去の被害地震では，これらの２つの地震が敷地に与える影
響が最も大きい。

 気象庁で観測された地震及び微小地震の震源分布では，敷地付近に集中は認められない。

 地質調査結果から，敷地から30km以内の震源として考慮する活断層としては，横浜断層〔断層長さ（L)=約
15.4km〕，出戸西方断層（L=約11km）及び敷地東方沖断層（L=約14.5km）がある。

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.11 再掲
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２．検討に用いる地下構造モデル

２．１ 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデル
２．２ 理論的手法に用いる地下構造モデル
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２．１ 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデル

T.P.
(ｍ)

層厚
（ｍ）

密度
(t/ｍ3)

ＶＳ

（ｍ/s）
ＶP

（ｍ/s）
Qs Qp

－ － － － － －

9.0 2.24 1300 2250 1.23f0.74 2.33f0.50

55.0 2.24 1790 3060 1.23f0.74 2.33f0.50

20.8 2.72 1800 3340 1.23f0.74 2.33f0.50

23.2 2.72 1800 3340 1.23f0.74 2.33f0.50

60.0 2.30 1910 3350 8.91f0.94 5.55f0.50

24.0 2.30 2030 3360 8.91f0.94 5.55f0.50

62.0 2.30 2100 3390 8.91f0.94 5.55f0.50

30.8 2.33 2090 3690 8.91f0.94 5.55f0.50

292.0 2.44 2390 3690 100 100

921.0 2.45 2460 3750 100 100

946.0 2.48 2590 3960 100 100

546.0 2.50 2680 4160 100 100

∞ 2.63 3340 5800 150 150

▽地震基盤

+2.0

-7.0

-62.0

-82.8

-106.0

-166.0

-190.0

-252.0

-282.8

-574.8

-1495.8

-2441.8

-2987.8

▽岩盤上部の地震観測点

（解放基盤表面の振動特性）

【青文字】地震観測点位置を示す。
※：解放基盤表面の地震動評価として採用する観測点はT.P.+2.0m，地盤のせん断波速度はVs=1300m/s。

 内陸地殻内地震の断層モデル手法を用いた地震動評価では統計的グリーン関数法を採用しており，算定に当
たっては下表の地下構造モデル（第902回適合性審査会合 資料2-1-2 p.117）を採用している。

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.13 一部修正
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２．２ 理論的手法に用いる地下構造モデル

T.P.
(ｍ)

層厚
（ｍ）

密度
(t/ｍ3)

ＶＳ

（ｍ/s）
ＶP

（ｍ/s）
Q

－ － － － －

9.0 2.24 1300 2250 100

55.0 2.24 1790 3060 100

20.8 2.72 1800 3340 100

23.2 2.72 1800 3340 100

60.0 2.30 1910 3350 100

24.0 2.30 2030 3360 100

62.0 2.30 2100 3390 100

30.8 2.33 2090 3690 100

292.0 2.44 2390 3690 100

921.0 2.45 2460 3750 100

946.0 2.48 2590 3960 150

546.0 2.50 2680 4160 150

12.2 2.63 3340 5800 150

12000.0 2.69 3580 6180 300

10000.0 2.80 3700 6400 300

∞ 3.20 4100 7100 500

▽地震基盤

+2.0

-7.0

-62.0

-82.8

-106.0

-166.0

-190.0

-252.0

-282.8

-574.8

-1495.8

-2441.8

-2987.8

-3000.0

-15000.0

-25000.0

▽岩盤上部の地震観測点

（解放基盤表面の振動特性）

【青文字】地震観測点位置を示す。

 内陸地殻内地震の断層モデル手法を用いた地震動評価では，一部のケースにおいてハイブリッド合成法を採用
しており，このうち理論的手法の算定に当たっては下表の地下構造モデル（第902回適合性審査会合 資料2-1-
2 p.119）を採用している 。

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.14 一部修正
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３．敷地周辺の内陸地殻内の地震発生層

３．１ 地震発生層に関する検討の基本方針
３．２ 微小地震の震源深さ分布
３．３ 地震発生層の地球物理学的な知見
３．４ 敷地周辺の速度構造
３．５ 敷地周辺の地震発生層の設定 まとめ
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３．１ 地震発生層に関する検討の基本方針

敷地周辺の地震発生層は，微小地震の震源深さ分布（D10％及びD90％），速度構造，コンラッド面
の深さ等を踏まえ設定する。

※１：D10％：その値より震源深さが浅い地震数が全体の10％となるときの震源深さ。
※２：D90％：その値より震源深さが浅い地震数が全体の90％となるときの震源深さ。

 伊藤(2002）によると，地震発生層には上限及び下限が存在し，D10％※１を上限，D90％※２を下限の目安として
用いることができるとしている。

 入倉・三宅（2001）によると，微小地震の浅さの限界は，Vp=5.8～5.9km/s層の上限と良い関係があるとされて
いる。

 木下・大竹(2000)によると，地殻内の地震はコンラッド面より浅い上部地殻で発生し，下部地殻では流動性に富
み，地震を発生させるほどの歪エネルギーを蓄積することができないとされている。

【地震発生層に関する主な既往知見】

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.16 再掲
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３．２ 微小地震の震源深さ分布
（１）気象庁の震源による検討
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気象庁の一元化震源データに基づいた震央分布及び震源深さ分布

震源深さの累積度数分布【半径30km】

震源深さの累積度数分布【半径20km】

【気象庁の一元化震源データを用いた検討の概要】

 気象庁の一元化震源データに基づき，敷地周辺で発生した地震のD10％及びD90％を評価した。評価に当たっては，①敷地から半径
30km範囲内の地震を対象とした検討に加え，②敷地により近い半径20km範囲内の地震を対象とした検討も行った。

 使用したデータの期間は，2014年1月1日～現状（2018年12月31日）とした。 2014年1月1日は後述するAs-net観測開始時期に相当する。
なお，2017年12月からAs-netの一部観測データも気象庁の一元化に取り込まれている。

【算定結果の特徴】

 半径30kmの場合，D10％は4.2km，D90％は12.4kmであるのに対し，半径20kmの場合はD10％は6.4km，D90％は11.5kmと，特にD10％
で半径20kmは深い結果となった。これは，北側の津軽海峡付近に分布する浅い震源が影響しているものと考えられる。
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第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.17 再掲
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As-netの震源データに基づいた震央分布及び震源深さ分布

震源深さの累積度数分布

低周波地震及び震源決定誤差が大きい地震（水平1.0km以上，鉛直2.0km以上）は除外した。

３．２ 微小地震の震源深さ分布
（２）As-netの震源による検討 20km範囲

【As-net（地震予知総合研究振興会）の震源データを用いた検討の概要】

 (公財）地震予知総合研究振興会では青森県を中心に高密度地震観測網（As-net)を展開しており，決定された地震の震源データ
に基づき，敷地からの半径20km以内のD10％及びD90％について評価を行った。使用したデータの期間は2014年1月1日～2018
年12月31日である。

【検討結果の特徴】

 D10％は5.5km，D90％は11.8kmと，気象庁一元化データに基づく評価（半径20km）よりD10％は浅くなった。一般的に，高密度の
地震観測網で決定された震源深さは浅く決定される方向となり，評価結果はこれと整合したものである。震源データを用いた検討
としては，As-netによる検討結果を採用する。
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第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.18 再掲
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【検討の概要】

 原子力安全基盤機構では，気象庁の一元化震源データ（1997年10月～2001年8月）を用いて，全国の15の地震域ごとに地震発生上下
限層に関するパラメータの検討を行っている。この検討結果に基づき，敷地付近のD10％及びD90％の値を確認する。

【確認結果】

 東通原子力発電所が位置する「東北東部」は，D10％は深さ6.2km，D90%は深さ13.8kmと評価されている。

原子力安全基盤機構（2004）による「東北東部」地震域の地震発生層（一部加筆）

地震域区分ごとのD90％の深さ分布
（一部加筆）

D10％ D90％

東通原子力発電所

D10％：その値より震源深さ
が浅い地震数が全体
の10％となるときの
震源深さ。地震発生
層上限に対応する。

D90％：その値より震源深さ
が浅い地震数が全体
の90％となるときの
震源深さ。地震発生
層下限に対応する。

東通原子力発電所

地震域区分ごとのD10％の深さ分布
（一部加筆）

３．２ 微小地震の震源深さ分布
（３）原子力安全基盤機構（2004）

【原子力安全基盤機構（2004）】

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.19 再掲
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東通原子力発電所

コンラッド面の深さ分布
〔河野ほか（2009）一部加筆〕

灰色の網掛は，深さ10km以浅を表す。

拡大図

３．３ 地震発生層の地球物理学的な知見
（１）コンラッド面の深さ分布

【河野ほか（2009）】

【検討の概要】

 河野ほか（2009）は，重力異常データを用いて日本列島の三次元地下構造を推定しており，この評価結果から敷地近傍の値を確認する。

【確認結果】

 東通原子力発電所付近の上部地殻の下面（コンラッド面）の深さは，約10kmと読み取れる。

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.20 再掲
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キュリー点深度の分布
〔大久保（1984）一部加筆〕

D90％と磁性体の下面深度（Zb）
〔Tanaka and Ishikawa(2005)〕

磁性体の下面深度（キュリー点深度）と地震発生
層の下限（D90%）は良い相関を示す。

東通原子力発電所

３．３ 地震発生層の地球物理学的な知見
（２）キュリー点深度の分布

【Tanaka and Ishikawa（2005）】 【大久保（1984）】

【検討の概要】

 Tanaka and Ishikawa（2005）は，キュリー点深度と地震発生層の下限（D90％）は良い相関を示すことを示している。また，大久保
（1984）は，日本全国のキュリー点深度を示しており，この評価結果から敷地付近のキュリー点深度を確認する。

【確認結果】

 東通原子力発電所付近のキュリー点深度は，13～15kmと読み取れる。

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.21 再掲
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敷地周辺の東西方向の速度構造（H24海陸統合探査）

東通原子力発電所

３．４ 敷地周辺の速度構造
（１）東西方向

敷地
陸域

敷地
Ｗ← →Ｅ

0 1 2㎞

▽-6000m

▽-5000m

▽-4000m

▽-3000m

▽-2000m

▽-1000m

Ｖｐ＝5.0㎞/s

Ｖｐ＝5.75～6.0㎞/s

【検討の概要】

 敷地周辺で実施した海陸統合探査（第902回適合性審査会合 資料２－２－１ p.6-189）に基づき，地震発生層の上限と考えられて
いるVp=5.8～5.9km/s層※の深さ分布を確認する。

【検討結果（東西方向）】

 敷地極く近傍では深さ3kmにおけるVpは約5.0km/sであり，地震発生層は3kmよりも深い。一方，下北半島東西断面中央部付近（中
軸部）の高速度層の高まり部分では，深さ3kmのVpは約5.75～6.0km/sとなっている。さらに太平洋側の沖合では，深さ2km付近のVp
は約5.75～6.0km/sとなっている。

 地震発生層はある程度広域な範囲の速度構造の特徴を反映したものとして評価されるが，下北半島中軸部の狭隘な高層度層の高
まり（下北半島東部の地質構造上の特徴として検討用地震の想定で考慮，４章３参照）を地震発生層の上限とみなしたとしても，深さ
は3km程度もしくはそれ以深と評価される。なお，太平洋側の沖合には敷地に大きな影響を与える活断層は存在しない。

※：入倉・三宅（2001）

屈折波トモグラフィーＰ波速度分布

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.23 一部修正
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敷地周辺の南北方向の速度構造（H31-A測線）

東通原子力発電所

３．４ 敷地周辺の速度構造
（２）南北方向

Ｎ← →Ｓ
敷地

0 1 2㎞

▽-5000m

▽-4000m

▽-3000m

▽-2000m

▽-1000m

Vp=5.0㎞/s

Vp=5.5㎞/s

【検討の概要】

 敷地周辺で実施したH31-A測線反射法地震探査結果（第902回適合性審査会合 資料２－２－１
p.6-199 ）に基づき，地震発生層の上限と考えられているVp=5.8～5.9km/s層の深さ分布を確認
する。

【検討結果（南北方向）】

 敷地付近の深さ3kmのVpは5.0km/s程度であり，地震発生層は3kmよりも深い。

 なお，敷地を中心として，周辺に向かって速度層は緩やかに浅くなる傾向があるが，これは重力
異常分布の傾向と整合したものである（補足説明資料１章１参照）。

第943審査会合（R3.2.5）

資料１－１ p.23 再掲
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３．５ 敷地周辺の地震発生層の設定 まとめ

地震発生層 主な知見 敷地周辺の状況 設定

上限深さ

【伊藤（2002）】
 D10％に相当

震源深さ分布
 As-net 深さ5.5㎞
 原子力安全基盤機構 深さ6.2㎞

 震源深さ分布から，地震発生
層の上限は5㎞よりも深い。

 下北半島中軸部の狭隘な高
速度層の高まり（検討用地震
で考慮，４章３参照）に着目し
ても，地震発生層上限の深さ
は3㎞程度もしくはそれ以深
と判断。

【入倉・三宅（2001）】
 Vp=5.8～5.9㎞/s層に相当

敷地周辺の速度構造
 東西方向

• 敷地近傍では深さ3㎞のVpは5.0㎞/s
で，地震発生層は深さ3㎞より深い

• 下北半島中軸部の狭隘な高速度層
の高まり部分では深さ3㎞のVpは約
5.75～6.0㎞/s

 南北方向
• 敷地近傍では深さ3㎞のVpは5.0㎞/s

で，地震発生層は深さ3㎞より深い

下限深さ

【伊藤（2002）】
 D90％に相当

震源深さ分布
 As-net 深さ11.8㎞
 原子力安全基盤機構 深さ13.8㎞

 震源深さ分布から，地震発生
層の下限深さは14㎞よりも浅
い。

 地球物理学的知見からも深
さ15㎞よりも浅い。

【木下・大竹（2000）】
地殻内の地震はコンラッド面より浅
い上部地殻で発生

敷地付近
 河野ほか（2009） 深さ約10㎞

【Tanaka and Ishikawa（2005）】
 キュリー点深度と良い相関

敷地付近
 大久保（1984） 深さ13～15㎞

東通原子力発電所周辺の地震発生層

 敷地周辺の震源深さ分布及び地球物理学的な知見を踏まえ，保守的な設定として地震発生層の
上限を深さ3km，下限を深さ15kmに設定する。

保守的な評価として深さ3㎞
に設定する。

保守的な評価として，深さ15
㎞に設定する。

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.25 一部修正
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４．内陸地殻内地震の検討用地震の選定

４．１ 検討用地震選定と地震動評価の基本的考え方及び全体フロー
４．２ 敷地周辺の被害地震及び震源として考慮する活断層による地震
４．３ 下北半島東部の地質構造上の特徴から想定する地震
４．４ 内陸地殻内地震の検討用地震
４．５ 検討用地震の選定 まとめ
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４．１ 検討用地震選定と地震動評価の基本的考え方及び全体フロー
 以下の地震が敷地に与える影響について比較し，影響の大きい地震を検討用地震として選定する。

①主な被害地震

②「震源として考慮する活断層」から想定される地震

③下北半島東部の地質構造上の特徴から想定する地震（地震動評価の保守性確保の観点から考慮する地震）

S202

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.27 一部修正

S188

※１：Noda et al.(2002)のデータ範囲外
のケースに適用した。

※２：短周期側を統計的グリーン関数法，
長周期側を理論的手法とした。

『横浜断層による地震』

不
確
か
さ
の
考
慮

応答スペクトルに基づく

地震動評価

 Noda et al.(2002)の手法によ
る評価

 その他各種距離減衰式によ
る評価※１

『下北半島中軸部高速度層
の高まりに基づく地震』

断層モデル手法を用いた

地震動評価

 統計的グリーン関数法によ
る評価

 ハイブリッド合成法※２による
評価

主な被害地震

 主な地震として，1766年津軽の地震，
1978年下北半島付近の地震

主な活断層

 敷地周辺には，横浜断層（L=15.4km）
等が分布

敷地周辺の微小地震分布

【１章】

敷地付近の地震発生層

敷地付近の速度構造

 屈折波トモグラフィー 等

【３章】

【４章】 【５章】

【２章】

検討に用いる地下構造モデル

 統計的グリーン関数法

 ハイブリッド合成法のうち理論的手法

下北半島東部の地質構造上の特徴から
想定する地震

 下北半島中軸部の狭隘な高速度層の
高まりを踏まえ，横浜断層位置に東傾
斜の地震を想定

【４章】

検討用地震

基本震源モデルによる
地震動の敷地への影響
が大きい地震を選定
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４．２ 敷地周辺の被害地震及び震源として考慮する活断層による地震
（１）検討用地震選定の基本方針

「横浜断層による地震」の例

基本ケースの配置図（A-A′断面）基本ケースの断層配置図

東通原子力
発電所

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

：アスペリティ

TN

PN

東通原子力発電所

▽深さ3.0㎞

▽深さ15.0㎞

60°

A´A 横浜断層延長部

断層面

8.3㎞

6.6㎞
（横浜断層延長部からの距離）

敷地周辺の被害地震のうち敷地への影響が大きい地震（１章１参照）及び震源として考慮する活断層による地震（１章３参照）から，マグ
ニチュード（M）－震央距離（⊿）図及びNoda et al.（2002）を用いて検討用地震の候補を選定する。

（１）震源として考慮する活断層による地震の規模

 地震調査研究推進本部（2009）に基づく断層はその地震規模を用いる。その他は断層長さ（L）から松田（1975）により算定する。

 ただし，断層長さが短く敷地に近い横浜断層，敷地東方沖断層及び出戸西方断層による各地震については，保守的に「地表地震
断層としてその全容を表す規模」を採用する。また，この規模を基本ケースにも適用する。

• 孤立した短い活断層の場合，地震調査研究推進本部（2020）※１に基づき地震発生層を飽和するようL＝Wと設定することが考え
られるが，横浜断層，敷地東方沖断層及び出戸西方断層においては，審査ガイド※２における“震源断層がほぼ地震発生層の
厚さ全体に広がっているものの，地表地震断層としてその全容を表すまでには至っておらず，地震の規模が推定出来ない地震
（Mw6.5程度以上）”よりも規模の小さいモデルとなる。

• そこで，保守的に「地表地震断層としてその全容を表す規模」との位置づけで，地震モーメントM0=7.5×1018（Nm）※３以上を地震
規模に考慮する〔武村（1990）のM0とMの関係式※４からM7.0となる〕。

（２）震源として考慮する活断層による地震の震央距離及び等価震源距離

 M－⊿図では，断層中央からの震央距離とする。

 Noda et al.（2002）では，敷地に近い横浜断層，敷地東
方沖断層及び出戸西方断層については， 「地表地震
断層としてその全容を表す規模」に相当する断層長さ
及び地震発生層を飽和する断層幅（断層傾斜角は地
質調査結果）の断層モデルから算定した等価震源距離
を採用する。この際，アスペリティは地表に活断層が認
められる範囲のうち敷地に最も近い最浅部に設定する。
このモデルは基本ケースに採用する。

※１：強震動予測レシピ

※２：基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド

※３：地震モーメントM0=7.5×1018（Nm）を閾値として，断層長さ(L)は，より小さい
地震ではM0

1/3 に, より大きい地震ではM0
1/2 に比例することが指摘されて

いる〔入倉・三宅（2001）〕。M0=7.5×1018（Nm）から換算されるモーメントマ
グニチュードはMw6. 52となる。

※４：武村（1990）のM0とMの関係式〔logM0=1.17M+10.72〕。
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４．２ 敷地周辺の被害地震及び震源として考慮する活断層による地震
（２）震源として考慮する活断層による地震等の諸元

※１：No.1～3は，「地震発生層を飽和し地表地震断層としてその全容を表す規模」及びアスペリティ位置を考慮したモデルによる等価震源距離を採用。その他の活断層による地震の等価震源距離
は一様断層モデルより算定。No.8～10の地震規模は，地震調査研究推進本部（2009）による。

※２：１章１を再掲。

震源として考慮する活断層分布
〔敷地への影響が比較的大きい被害地震も記載（１章１参照）〕

 地質調査結果に基づく震源として考慮する活断層について，想定する地震規模，震央距離及び等価震源距離を整理した。また，敷
地への影響が大きい被害地震（1766年津軽の地震及び1978年下北半島付近の地震）も併せて示す（１章１参照）。

 なお，敷地から30km以遠では，文献により孤立した短い活断層も指摘されている。

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.28 一部修正

No. 断層名
断層
長さ
（km)

地震
規模※１

M

震央
距離
(km)

等価
震源距離

（km）

１ 横浜断層 15.4 7.0 12 14

２ 出戸西方断層 11 7.0 18 17

３ 敷地東方沖断層 14.5 7.0 21 18 

４ 上原子－七戸西方断層 51 7.7 67 69

５ 恵山沖断層 47 7.6 96 95

６ 折爪断層 53 7.7 96 97

７ 根岸西方断層 38 7.5 68 73

８ 青森湾西岸断層帯 31 7.3 72 77

９ 津軽山地西縁断層帯北部 16 7.3 86 78

１０ 津軽山地西縁断層帯南部 23 7.3 86 80

１１
函館平野
西縁断層帯

海域南東延長部を含む
函館平野西縁断層帯

26 7.2 93 97

海域南西延長部を含む
函館平野西縁断層帯

28 7.2 95 103

敷地周辺の震源として考慮する活断層による地震
〔敷地への影響が比較的大きい被害地震も記載（１章１参照）〕

１２ 1766年津軽の地震※２ ― 7.3 93 94

１３ 1978年下北半島付近の地震※２ ― 5.8 27 28

140.0ﾟ

140.0ﾟ

141.0ﾟ

141.0ﾟ

142.0ﾟ

142.0ﾟ

41.0ﾟ 41.0ﾟ

42.0ﾟ 42.0ﾟ

50 km

100 km

0 25 50 km

東通原子力発電所

恵山沖断層

函館平野西縁断層帯

敷地東方沖断層

出戸西方断層

横浜断層

折爪断層

上原子－七戸西方断層

根岸西方断層

青森湾西岸断層帯

津軽山地西縁
断層帯北部

津軽山地西縁
断層帯南部

1766年津軽の地震

1978年下北半島付近の地震
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４．２ 敷地周辺の被害地震及び震源として考慮する活断層による地震
（３）マグニチュード－震央距離図

 マグニチュード（M）－震央距離（⊿）と村松(1969)及び勝又・徳永(1971)の震度区分（気象庁旧震度階級）の関係
から，敷地で震度〔Ⅵ〕と考えられる地震として，横浜断層による地震（M7.0，⊿=12km）がある。

 また，震度〔Ⅴ〕のうち比較的影響が大きい地震として，出戸西方断層による地震（M7.0，⊿=18km），敷地東方
沖断層による地震（M7.0，⊿=21km）がある。

震源として考慮する活断層による地震等のマグニチュード（M）－震央距離（⊿）図

［Ⅲ]～[Ⅵ]は気象庁旧震度階級で，震度の境界線は村松(1969)及び勝又・徳永(1971)による。
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横浜断層

出戸西方断層

敷地東方沖断層

上原子－七戸西方断層 折爪断層

恵山沖断層根岸西方断層

青森湾西岸断層帯

津軽山地西縁断層帯北部

津軽山地西縁断層帯南部

函館平野西縁断層帯（海域南東延長部を含む）

函館平野西縁断層帯（海域南西延長部を含む）
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下北半島の速度構造（東西断面）と狭隘な高速度層の高まりから想定される地震の断層面

 敷地周辺に存在する活断層は，下北半島の広域的な応力場等に対応した高角な逆断層が多い。また，地下深部構造（屈折波トモグ
ラフィーによるＰ波速度分布）では，下北半島東西断面中央部付近（中軸部）に狭隘な高速度層の高まり※が認められる。

 この狭隘な高速度層の高まりと関連するような活断層は存在しないため，この高速度層の高まりをテクトニックなものとしてとらえた
場合，活断層を伴わない規模の小さい地震を陸奥湾側（東傾斜）及び太平洋側（西傾斜）のエリアに想定することが考えられるが，こ
れらの地震が敷地に与える影響は小さい。

 一方，陸奥湾側には，敷地により近い位置に横浜断層が存在することを踏まえ，地震動評価の保守性確保の観点から，敷地に対し
影響の大きい以下の震源モデルも検討用地震の対象として考慮する（「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」と呼称）。

• 陸奥湾側に想定される東傾斜の高角な逆断層を地表痕跡の認められる横浜断層位置で考慮する。

• 断層長さとして「孤立した短い活断層の存在を仮定した断層長さ」を基本ケースに適用する。

• 断層モデルの微視的震源特性も活断層に基づき設定するモデルの基本的考え方を踏襲する（アスペリティ配置や応力降下量の
不確かさの考慮等）。

： 活断層を伴わない規模の小さい地震の断層面

４．３ 下北半島東部の地質構造上の特徴から想定する地震
（１）検討用地震選定の基本方針

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.33 一部修正

陸域
敷地

陸奥湾側（W）← →太平洋側（Ｅ）

0 1 2㎞
屈折波トモグラフィーP波速度分布

横浜断層延長部

狭隘な高速度層の高まり

※：下北半島中軸部の深さ3km付近にみられるVp=5.8km/s以上の速度層（下図の赤破線）

S203S188 S202
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４．３ 下北半島東部の地質構造上の特徴から想定する地震
（２）下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の諸元

（１）地震規模

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」は，陸奥湾側に想定される活断層を伴わない規模の小さい地震をベースにした
検討用地震であるが，地震動評価の保守性確保の観点から「孤立した短い活断層の存在を仮定した断層長さ」を用いNoda et al.
（2002）用の地震規模を算定する。また，この断層長さを基本ケースに適用する。具体的には，

• 傾斜角は，下北半島中軸部の狭隘な高速度層の高まりと整合する東傾斜の断層は高角な逆断層であること，地震調査研究推進
本部（2020）※１では高角な逆断層の場合，断層傾斜角を60度以上としていること等から，60度として考慮する。その場合，地震発
生層を飽和する断層幅はW=13.9kmとなる。

• 地震調査研究推進本部（2020）では，断層長さ（L）が地震発生層を飽和する断層幅（W）よりも小さい場合は，L=Wの断層モデルを
設定するため，L=13.9kmを採用することが考えられる。

• 一方，Stirling et al.(2002)及び入倉（2007）では，“地表に数km程度の孤立した短い活断層がある場合には，地下にL=20kmの断
層が存在することを否定できない”とされていることを踏まえ（補足説明資料３章６参照），保守的にL=13.9kmよりも長いL=20kmを
基本ケースの断層長さに適用する〔入倉・三宅（2001）の地震モーメント（M0）及び武村（1990）のM0とMの関係※２からM6.8となる〕。

（２）等価震源距離

 L=20km，W=13.9kmの断層モデルから算定した等価震源距離を採用する。アスペリティは，保守的に横浜断層が認められる範囲のう
ち敷地寄りの最浅部に設定する 。このモデルは基本ケースに適用する。

地 震
地震
規模
（M)

等価
震源
距離
（km）

下北半島中軸部高速度層の
高まりに基づく地震

6.8 9

下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
の諸元（検討用地震の候補）

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の概要

基本ケースの配置図（A-A′断面）

東通原子力発電所

▽深さ3.0㎞

▽深さ15.0㎞

A´A 横浜断層延長部

60°

断層面

4.9㎞

6.6㎞
（横浜断層延長部からの距離）

基本ケースの断層配置図

※１：強震動予測レシピ。
※２：武村（1990）のM0とMの関係式〔logM0=1.17M+10.72〕。

S203S188 S202

東通原子力
発電所

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

：アスペリティ

TN

PN
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４．４ 内陸地殻内地震の検討用地震

敷地周辺の内陸地殻内地震の地震動評価

〔Noda et al.(2002)，水平方向，内陸補正なし〕

【内陸地殻内地震が敷地に与える影響（検討用地震の選定）】

 敷地周辺の被害地震及び敷地周辺の震源として考慮する活断層による地震のうち敷地へ与える影響が大きい地震について，敷
地に与える影響を距離減衰式〔Noda et al.（2002）〕を用いて評価した結果， 「横浜断層による地震」が全ての周期帯で他の地震
を上回った。このことから，「横浜断層による地震」を検討用地震として選定する。

 また，地震動評価の保守性確保の観点から考慮した「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」が敷地に与える影響は，
短周期側で「横浜断層による地震」を上回ることから，この地震も検討用地震として考慮する。

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.29 一部修正

凡例 断層名
地震規模

M

等価
震源距離

(km)

断層
傾斜角
（度）

1766年津軽の地震※１ 7.3 94 ―

1978年下北半島付近の地震※１ 5.8 28 ―

横浜断層による地震※２ 7.0 14 60

出戸西方断層による地震※２ 7.0 17 70

敷地東方沖断層による地震※２ 7.0 18 60

被害地震及び震源として考慮する活断層による地震の諸元（検討用地震の候補）

※１：１章１再掲。
※２：地震規模は「地表地震断層としてその全容を表す規模」を考慮。等価震源距離は，アスペリティを考

慮した断層モデルから算定。
※３：地震規模は「孤立した短い活断層を仮定した断層長さ」を考慮し，入倉・三宅（2001）の地震モーメン

ト（M0）及び武村（1990）のM0とMの関係から算定。
※４：等価震源距離9kmの場合，Noda et al.（2002）の適用範囲外となる。本検討の目的がそれぞれの地

震が敷地に与える影響程度の大小比較であることを踏まえ，「下北半島中軸部高速度層の高まりに
基づく地震」については， Noda et al.（2002）適用範囲内で最も小さい11kmを採用し，その場合で
あっても敷地に与える影響が大きいことを確認する。

凡例 断層名
地震規模

M

等価
震源距離

(km)

断層
傾斜角
（度）

下北半島中軸部高速度層の高まり
に基づく地震

6.8※３ 9※４ 60

下北半島東部の地質構造上の特徴から想定する地震の諸元（検討用地震の候補：再掲）

S202S188
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４．５ 検討用地震の選定 まとめ

敷地周辺の被害地震，震源として考慮する活断層に想定する地震及び下北半島東部の地質構造上の特徴を踏ま
えて考慮した地震から，敷地に対して影響の大きい地震である「横浜断層による地震」及び「下北半島中軸部高速
度層の高まりに基づく地震」を検討用地震として選定する。

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.30 一部修正

S202S188

【参考】大間崎沖付近に想定される地震の影響

 下北半島西部の大間崎沖には孤立した短い活断層としてF-14断層が指摘されているが，震源位置が遠いことから，仮に孤立した
短い活断層相当規模を上回る規模の地震を当該位置に想定しても，敷地への影響は横浜断層による地震よりも小さい（補足説明
資料２章１参照）。
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５．検討用地震の地震動評価

５．１ 地震動評価の基本方針
５．２ 横浜断層による地震
５．３ 横浜断層による地震の地震動評価
５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
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５．１ 地震動評価の基本方針

（１）応答スペクトルに基づく手法

 「横浜断層による地震」については，解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動を予測し，敷
地の特性を適切に反映することが可能なNoda et al.(2002)の手法を用いる。

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」については，Noda et al.(2002)のデータ範囲外となること
から（補足説明資料３章１参照），各種距離減衰式による評価を行う。

（２）断層モデルを用いた手法

 敷地において経験的グリーン関数法の要素地震となる適切な観測記録が得られていないことから（補足説
明資料３章２参照），統計的グリーン関数法〔釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）〕を用いる。

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」のうち，短周期側において特に敷地へ与える影響が大き
いケース※１及び地震モーメントが大きいケース※２については，統計的グリーン関数法に加えハイブリッド合
成法※３による地震動評価を実施する。

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.36 一部修正

※１：後述する「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」のケース４（応力降下量）。

※２：後述する「下北半島東部の地質構造上の特徴を踏まえた地震」のケース２（地震規模）。

※３：短周期側を統計的グリーン関数法，長周期側を理論的手法〔Hisada（1994）〕とする。
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５．２ 横浜断層による地震
（１）基本ケースの設定

【基本ケースのモデル設定の考え方】

 「横浜断層による地震」の基本ケースは，保守的に「地表地震断層としてその全容を表す規模」との位置づけで地震モーメント
M0=7.5×1018（Nm）以上を採用する。

 断層傾斜角は，地質調査結果に基づき策定する（横浜断層の地質調査結果の概要は補足説明資料３章３参照）。具体的には，傾斜
角60度の西傾斜のモデルを採用する。

 断層幅は，断層傾斜角と地震発生層の飽和を考慮する（W=13.9km）。

 基本ケースの断層長さは， M0=7.5×1018（Nm）から入倉・三宅（2001）を用いた断層面積を算定し，地震発生層を飽和する断層幅か
らL=27kmを採用する。

 アスペリティの配置は，敷地に対し最も近い最浅部に設定する。

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.32 一部修正

S188

「横浜断層による地震」の概要

基本ケースの配置図（A-A′断面）基本ケースの断層配置図

東通原子力
発電所

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

：アスペリティ

TN

PN

東通原子力発電所

▽深さ3.0㎞

▽深さ15.0㎞

60°

A´A 横浜断層延長部

断層面

8.3㎞

6.6㎞
（横浜断層延長部からの距離）
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５．２ 横浜断層による地震
（２）断層モデル設定の考え方と不確かさの整理

種類 パラメータ 基本ケースの設定 基本ケース及び不確かさケースの設定の考え方

認識論的
不確かさ

断層傾斜方向 西傾斜 基本ケース及び不確かさケースとも，地質調査結果に基づき，西傾斜とする。

断層の位置
地質調査結果
（横浜断層）

基本ケース及び不確かさケースとも，地質調査結果（横浜断層）に対し断層長さを均等に設定する。

地震規模
（断層長さ）

M0=7.5×1018（Nm）以上
（L=27km）

基本ケース及び不確かさケースとも，保守的に「地表地震断層としてその全容を表す規模」との位置づけでM0=7.5×1018

（Nm）（Mw6.52）以上となるように断層面を設定する※１。

断層傾斜角 60度

基本ケース及び不確かさケースとも，地質調査結果による傾斜角60度を採用する。

不確かさケースとしては，60度よりも高角な断層を想定した方が敷地までの距離がわずかに近くなるが，地震調査研究推
進本部（2020）※２では地質調査結果がある場合はその傾斜角を，無い場合は逆に低角な45度を採用するとしていることか
ら，更なる高角なケースは不確かさケースとしては考慮しない。

また，不確かさケースとしては，地震調査研究推進本部（2020）を踏まえ低角な断層（45度）を適用することが考えられるが，
その場合敷地までの距離が遠くなること，傾斜角45度の場合の断層幅は17kmとなり，これを断層長さとしたモデルのMwは
保守性を持たせた基本ケースより小さく，45度モデルに対しても基本ケースと同じ規模が適用されること等から敷地への影
響は特別大きくならないため，不確かさケースとしては考慮しない。なお，影響を確認するため参考として検討した結果を補
足説明資料３章４に示す。

アスペリティの
応力降下量

(短周期レベル)

地震調査研究推進本部
（2020）の1.0倍

基本ケースには，敷地周辺の内陸地殻内地震の応力降下量（短周期レベル）に関する知見は知られていないことから，経
験的に求められた平均的な値である地震調査研究推進本部（2020）による値を採用する。

不確かさとしては，アスペリティの応力降下量に2007年新潟県中越沖地震（Mw6.6）の知見を反映し，地震調査研究推進本
部（2020）による値の1.5倍を考慮する。

偶然的
不確かさ

アスペリティ位置
活断層が認定される範囲

で敷地に近い位置
基本ケース及び不確かさケースとも，アスペリティ位置に関する知見は知られていないことから，保守的に活断層の認定さ
れる範囲において最も敷地に近い最浅部に設定する。

破壊開始点 破壊が敷地に向かう位置 基本ケース及び不確かさケースとも，敷地に対し影響の大きい破壊開始点位置（破壊が敷地に向かうように設定した位置）
に複数考慮する。

【認識論的な不確かさ】：事前の詳細な調査や経験式などに基づき設定できるもの。

【偶然的な不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式などに基づく特定が困難なもの。

※１：断層長さは，入倉・三宅（2001）を用いた断層面積及び地震発生層を飽和する断層幅を考慮。
※２：強震動予測レシピ

 地質調査に基づき西傾斜60度とし，あらかじめ地震規模の不確かさを考慮して，保守的に「地表地震断層としてその全容を表す規模」
との位置付けでM0=7.5×1018（Nm）（Mw6.52）以上の地震を想定する。

青文字：あらかじめ基本ケースで保守性を考慮
赤文字：基本ケースに対し不確かさを考慮

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.38 一部修正

S188
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５．２ 横浜断層による地震
（３）検討ケース

検討用地震の想定〔横浜断層による地震〕

S188

検討ケースの青文字：基本ケース
検討ケースの赤文字：不確かさケース

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.41 一部修正

※：地震調査研究推進本部（2020）

検討ケース
断層

傾斜方向
断層
位置

断層長さ
地震ﾓｰﾒﾝﾄ

地震
規模

断層
傾斜角

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの応力降下量
〔レシピ※に対する比〕

短周期レベル

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの
位置

破壊
開始点

評価手法

地質調査結果 西
調査結果

位置

L=15.4㎞
(参考）

2.55×1018(Nm)

（参考）
M6.6

（Mw6.20)
60°

（参考）14.96 (MPa)
〔レシピ×1.0〕

7.24×1018（Nm/s2)
― ― ―

基本ケース
（ケース１）

西
調査結果

位置
L=27㎞

7.83×1018(Nm)
M7.0

（Mw6.53）
60°

13.62 (MPa)
〔レシピ×1.0〕

1.05×1019（Nm/s2) 敷地に
近い

最浅部

破壊が敷
地に向か
う位置に
複数考慮

Noda et al.(2002)
統計的グリーン
関数法

ケース２
（応力降下量）

西
調査結果

位置
L=27㎞

7.83×1018(Nm)
M7.0

（Mw6.53）
60°

20.43 (MPa)
〔レシピ×1.5〕

1.58×1019（Nm/s2)

Noda et al.(2002)
統計的グリーン
関数法

：あらかじめ基本ケースに織り込む不確かさ ：考慮する不確かさ
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５．２ 横浜断層による地震
（４）基本ケース及び不確かさケースの整理

「横浜断層による地震」の基本ケース及び不確かさケースの構成

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.37 一部修正

S188

 「横浜断層による地震」については，地質調査結果に基づく断層長さ（L=15.4km）に対し，保守的に「地表地震断層としてその全容を表
す規模」との位置づけでM0=7.5×1018（Nm）以上（L=27km）を考慮し，さらにアスペリティの応力降下量の不確かさを考慮。

【敷地周辺の震源として考慮する活断層】

横浜断層

L=15.4km
西傾斜60度

L=27㎞（地表地震断層としてその全容を表す規模）
断層傾斜角 60度
⊿σa ＝ 1.0×強震動予測レシピ※

東通原子力発電所

：アスペリティ

基本ケース（ケース１）

断層傾斜角の不確かさ ケース２（応力降下量）地震規模の不確かさ

 以下を踏まえ，更なる不確かさは考慮しない。

• 地震調査研究推進本部（2020）※では地質
調査結果がある場合はその傾斜角を，無い
場合は低角な45度を採用するとされている。

• 一方，低角な断層（45度）を採用した場合，
敷地までの距離が遠くなること，また，45度
にした場合の断層幅の値（17km）も踏まえる
と地震規模は保守性を持たせた基本ケース
と同じとなること等から，敷地への影響は特
別大きくならない。

 基本ケースに反映済み

〔地質調査結果（L=15.4㎞）に対し，すでに「地
表地震断層としてその全容を表す規模」との
位置づけでM0=7.5×1018(Nm）以上（L=27km）
を考慮済み。

L=27㎞（地表地震断層としてその全容を表す規模）
断層傾斜角 60度
⊿σa ＝ 1.5×強震動予測レシピ

東通原子力発電所

60°

横浜断層（地表）

▽地震発生層上限

W E

東通原子力発電所

：アスペリティ

（本編資料４章２抜粋）

：基本ケース
：不確かさケース

赤文字は基本ケースか
らの変更箇所

 地震規模（断層長さ）は，
保守的に「地表地震断層
としてその全容を表す規
模」との位置づけで
M0=7.5×1018（Nm）以上と
なるように設定(L=27km）。

※：強震動予測レシピ：地震調査研究推進本部(2020）

東通原子力発電所

60°

横浜断層（地表）

▽地震発生層上限

W E
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５．２ 横浜断層による地震
（５）断層モデル

「横浜断層による地震」の断層諸元（ケース１及びケース２）

ケース名
断層長さ
L（km）

M Mw
等価震源距離

Xeq(km)
断層最短距離

RRup（km）

基本ケース（ケース１）
ケース２（応力降下量）

27.0 7.0 6.53 14 8.8

断層配置図 配置図（A-A′断面）

「横浜断層による地震」の断層モデル（ケース１及びケース２）

東通原子力発電所

▽深さ3.0㎞

.

▽深さ15.0㎞

60°

A´A 横浜断層延長部

断層面

8.3㎞

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.42 一部修正

R3

R1

R2

R4

：破壊開始点
：アスペリティ

東通原子力発電所

8.8㎞
（断層最短距離）

TN

PN
6.6㎞

（横浜断層延長部
からの距離）
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【与条件】

５．２ 横浜断層による地震
（６）断層パラメータ設定フロー

【微視的断層面】【巨視的断層面】

断層面積（S）
断層長さ及び断層幅により設定

375.3km2

地震発生層
震源深さ分布等に基づき設定

厚さ 12km

断層幅（W）
断層傾斜角及び地震発生層

に基づき設定
13.9km

密度（ρ），S波速度（β）
地震調査研究推進本部(2004)

剛性率(μ=ρβ2)

地震モーメント（M0）
〔入倉・三宅(2001)〕

M0=(S/(4.24×10-11))2/107 (N・m)

地震規模（Mw）
〔Kanamori(1977)〕

Mw=(logM0-9.1)/1.5

平均応力降下量（⊿σ）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕
⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) （MPa）

平均すべり量（D）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

D=M0/(μS) (m)

アスペリティの面積（Sa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Sa=πr2 （km2）
r=(7πM0β

2)/(4AR)

アスペリティのすべり量（Da）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Da=2.0×D （m）

断層傾斜角
地質調査結果に基づき設定

西傾斜 60°

断層面位置
地質調査結果に基づき設定

短周期レベル（A）
〔壇ほか(2001)〕

A=2.46×1010×（M0×107）1/3 (N・m/s2)

アスペリティの応力降下量（⊿σa）
※

〔地震調査研究推進本部（2020）〕
⊿σa=(S/Sa）⊿σ （MPa）

※：ケース２（応力降下量）では，⊿σaを1.5倍にする。

断層長さ（L）
地表地震断層としてその全容を

表す規模
27km

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.46 一部修正
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５．２ 横浜断層による地震
（７）断層パラメータ

断層パラメータ 記号 単位 設定方法
基本ケース
（ケース１）

ケース２
（応力降下量）

巨
視
的
断
層
面

走向 θ ° 設定 195 ←

断層傾斜角 δ ° 設定 西傾斜 60 ←

断層長さ L km 設定 27.0 ←

断層幅 W km 地震発生層厚さ(12km)と断層傾斜角から設定 13.9 ←

断層面積 S km2 S=L×W 375.3 ←

断層上端深さ － km 地震発生層の検討結果による 3.0 ←

断層下端深さ － km 地震発生層の検討結果による 15.0 ←

地震モーメント M0 Nm M0=(S/(4.24×10-11))2/107 〔入倉・三宅(2001)〕 7.83×1018 ←

気象庁マグニチュード Mｊ － Mj=(logM0-10.72)/1.17  〔武村(1990)〕 7.0 ←

モーメントマグニチュード Mw － Mw=(logM0-9.1)/1.5 〔Kanamori(1977)〕 6.53 ←

密度 ρ g/cm3 地震調査研究推進本部(2004)に基づき設定 2.69 ←

Ｓ波速度 β km/s 地震調査研究推進本部(2004)に基づき設定 3.58 ←

剛性率 μ N/m2 μ=ρβ2 3.45×1010 ←

平均すべり量 D m D=M0/(μS) 0.606 ←

平均応力降下量 ⊿σ MPa ⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) 2.63 ←

破壊伝播速度 Vr km/s Vr=0.72β 〔Geller(1976)〕 2.58 ←

短周期レベル A Nm/s2 A=2.46×1010×（M0×10７）1/3 〔壇ほか(2001)〕 1.05×1019 ←

高周波遮断周波数 ｆmax Hz 鶴来ほか(1997) 6.0 ←

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

等価半径 r km r=(7πM0β
2)/(4AR) 4.80 ←

地震モーメント M0a Nm M0a=μDaSa 3.02×1018 ←

面積 Sa km2 Sa=πr2 72.3 ←

平均すべり量 Da m Da=2D 1.211 ←

応力降下量 ⊿σa MPa ⊿σa=(S/Sa)⊿σ，ケース２は1.5倍 13.62 20.43

短周期レベル Aa Nm/s2 Aa=4π(Sa/π)0.5⊿σaβ
2，ケース２は1.5倍 1.05×1019 1.58×1019

背
景
領
域

地震モーメント M0b Nm M0b=M0-M0a 4.81×1018 ←

面積 Sb km2 Sb=S-Sa 303.0 ←

平均すべり量 Db m Db=M0b/(μSb) 0.461 ←

実効応力 σb MPa ⊿σb=(Db/Wb)/(Da/Wa)⊿σa, Wa = Sa
0.5, Wb = W 3.17 4.76

Q値 Q － 川瀬・松尾(2004) 243f0.69 ←

S188

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.50 一部修正
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５．３ 横浜断層による地震の地震動評価
（１）応答スペクトルに基づく手法

応答スペクトルに基づく地震動評価 「横浜断層による地震」〔Noda et al.(2002)〕

水平成分 鉛直成分

 応答スペクトルの算定には，Noda et al.(2002)による手法を用いた。なお，内陸の地震の応答スペクトルは平均
的な値に比べて小さいことが知られているが（内陸補正），敷地における内陸地殻内地震の観測記録は少なく，
また，いずれも震源位置が遠いこと等から，敷地周辺の地震に対する応答スペクトル特性が十分把握されてい
ないため，内陸補正は行わない。（敷地で観測された内陸地殻内地震の応答スペクトルの傾向については補足
説明資料３章５参照。）

：基本ケース（ケース１）及びケース２（応力降下量）（M7.0，Xeq=14㎞）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.51 一部修正
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 「横浜断層による地震」の基本ケース（ケース１）について，統計的グリーン関数法※を適用した評価を行った。

５．３ 横浜断層による地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ①基本ケース（ケース１） 応答スペクトル

断層モデルを用いた手法による地震動評価 「横浜断層による地震」基本ケース（ケース１）（PN基準）

NS成分 EW成分 UD成分

※：釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）による。

S205

：破壊開始点１
：破壊開始点２
：破壊開始点３
：破壊開始点４
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５．３ 横浜断層による地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ①基本ケース（ケース１） 加速度波形

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点１

「横浜断層による地震」基本ケース(ケース１）の加速度波形（PN基準）

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点２

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点３

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点４

最大加速度：275cm/s2 最大加速度：317cm/s2 最大加速度：126cm/s2
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５．３ 横浜断層による地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ①基本ケース（ケース１） 速度波形

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点１

「横浜断層による地震」 基本ケース(ケース１）の速度波形（PN基準）

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点２

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点３

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点４

最大速度：13.5cm/s 最大速度：22.0cm/s 最大速度：7.9cm/s

最大速度：18.2cm/s

最大速度：22.5cm/s

最大速度：18.2cm/s

最大速度：10.8cm/s

最大速度：15.1cm/s

最大速度：10.2cm/s

最大速度：9.6cm/s

最大速度：8.7cm/s

最大速度：10.7cm/s
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 「横浜断層による地震」のケース２（応力降下量）について，統計的グリーン関数法※を適用した評価を行った。

５．３ 横浜断層による地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ②ケース２（応力降下量） 応答スペクトル

断層モデルを用いた手法による地震動評価 「横浜断層による地震」ケース２（応力降下量）（PN基準）

EW成分 UD成分
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NS成分

※：釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）による。
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５．３ 横浜断層による地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ②ケース２（応力降下量） 加速度波形

最大加速度：393cm/s2 最大加速度：427cm/s2 最大加速度：174cm/s2

最大加速度：373cm/s2

最大加速度：346cm/s2

最大加速度：373cm/s2

最大加速度：323cm/s2

最大加速度：272cm/s2

最大加速度：211cm/s2

最大加速度：233cm/s2

最大加速度：166cm/s2

最大加速度：214cm/s2

「横浜断層による地震」ケース２（応力降下量）の加速度波形（PN基準）
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第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.57 一部修正
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５．３ 横浜断層による地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ②ケース２（応力降下量） 速度波形
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「横浜断層による地震」ケース２（応力降下量）の速度波形（PN基準）
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資料１－２ p.58 一部修正
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 「横浜断層による地震」について，Noda et al.(2002)及び統計的グリーン関数法※を用いた地震動評価を実施。

 ケース２（応力降下量）が基本ケース（ケース１）を全周期帯で上回る。

５．３ 横浜断層による地震の地震動評価
（３）まとめ

「横浜断層による地震」の地震動評価（PN基準）

NS成分 EW成分 UD成分

※：釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）による。

：基本ケース（ケース１），統計的グリーン関数法
：基本ケース（ケース１）及びケース２（応力降下量），Noda et al.(2002)
：ケース２（応力降下量），統計的グリーン関数法
（同色は破壊開始点の違いを表す）

S205
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「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の概要

【基本ケースのモデル設定の考え方】

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」は，陸奥湾側に想定される活断層を伴わない規模の小さい地震をベースにした検
討用地震であるが，地震動評価の保守性確保の観点から「孤立した短い活断層の存在を仮定した断層長さ」であるL=20kmを基本
ケースの断層長さに適用する。

 傾斜角は，下北半島中軸部の狭隘な高速度層の高まりと整合する東傾斜の断層は高角な逆断層であること，地震調査研究推進本
部（2020）※では高角な逆断層の場合，断層傾斜角を60度以上としていること等から，基本ケースは60度として考慮する。

 断層幅は，断層傾斜角と地震発生層の飽和を考慮する（W=13.9km）。

 アスペリティの配置についても，横浜断層による地震と同様に敷地に対し最も近い最浅部に設定する。

【基本ケースが与える地震動レベルの確認】

 基本ケースは地表に活断層を伴わない規模の小さい地震をベースにした断層モデルであるが，その設定が地震動評価上十分保守
的であることを「震源を特定せず策定する地震動」等との比較・検討から確認している（補足説明資料３章６参照）。

※：強震動予測レシピ

基本ケースの配置図（A-A′断面）

東通原子力発電所

▽深さ3.0㎞

▽深さ15.0㎞

A´A 横浜断層延長部

60°

断層面

4.9㎞

6.6㎞
（横浜断層延長部からの距離）

基本ケースの断層配置図

５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（１）基本ケースの設定

東通原子力
発電所

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

：アスペリティ

TN

PN

S203S188
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５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（２）断層モデルの設定の考え方と不確かさの整理

種類 パラメータ 基本ケースの設定 基本ケース及び不確かさケースの設定の考え方

認識論的
不確かさ

断層傾斜方向 東傾斜 基本ケース及び不確かさケースとも，陸奥湾側に想定される東傾斜の断層（下北半島中軸部の狭隘な高速度層の高まり
の成因をテクトニックなものと捉えた場合に想定される断層）を考慮する。

断層の位置 横浜断層の位置

基本ケース及び不確かさケースとも，下北半島中軸部の狭隘な高速度層の高まりを踏まえると，地表延長部は陸奥湾付近
となるが，地表延長部を地表痕跡の認められる横浜断層位置で考慮する。

基本ケース及び不確かさケースとも，横浜断層の地質調査結果に対し断層長さを均等に設定する。

地震規模
（断層長さ）

M6.8
（L=20km）

基本ケースは，「孤立した短い活断層の存在を仮定した断層長さ」としてL=20km適用する（補足説明資料３章６参照）。

不確かさとして，地震規模の保守性確保の観点から，「地表地震断層としてその全容を表す規模」としてL=27km
〔M0=7.5×1018（Nm）※１以上の規模相当〕を採用する。

断層傾斜角 60度

基本ケースは，以下を踏まえ横浜断層の位置に東傾斜60度を想定する。

① 下北半島では高角な逆断層が卓越する。
② 横浜断層より西側の陸奥湾側に高角な断層を想定すると下北半島中軸部の狭隘な高速度層の高まりと整合する。
③ 地震調査研究推進本部（2020）※２では高角な逆断層の場合，断層傾斜角を60度以上としている。

不確かさとして，地震調査研究推進本部（2020）を踏まえ低角な断層（45度）を考慮する。

アスペリティの
応力降下量

(短周期レベル)

地震調査研究推進本部
（2020）の1.0倍

基本ケースは，経験的に求められた平均的な値である地震調査研究推進本部（2020）による値を採用する。

不確かさとしては，アスペリティの応力降下量に2007年新潟県中越沖地震（Mw6.6）の知見を反映し，地震調査研究推進本
部（2020）による値の1.5倍を考慮する。

（参考）第1005回適合性審査会合では，応力降下量の不確かさはL=27kmと組み合わせたケースを採用していたが，検討用
地震及び基本ケースの再整理に伴い，当該ケースは認識論的不確かさの重畳ケースとなるため取り止めた。

偶然的
不確かさ

アスペリティ位置
横浜断層が認定される範

囲で敷地に近い位置
基本ケース及び不確かさケースとも，横浜断層による地震の考え方に準じ，アスペリティは敷地に最も近い最浅部に設定
する。

破壊開始点 破壊が敷地に向かう位置 基本ケース及び不確かさケースとも，敷地に対し影響の大きい破壊開始点位置（破壊が敷地に向かうように設定した位置）
に複数考慮する。

【認識論的な不確かさ】：事前の詳細な調査や経験式などに基づき設定できるもの。

【偶然的な不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式などに基づく特定が困難なもの。

 地震動評価の保守性確保の観点から，陸奥湾側に想定される東傾斜の活断層を伴わない規模の小さい地震を，地表痕跡の認められ
る横浜断層の位置で考慮する（地表延長部）。また，断層長さは，「孤立した短い活断層の存在を仮定した断層長さ」としてL=20kmを基
本ケースに適用する。

※１：地震モーメント（M0）は地震調査研究推進本部（2020）による。断層長さは，入倉・三宅（2001）を用いた断層面積及び地震発生層を飽和する断層幅を考慮した。
※２：強震動予測レシピ

青文字：あらかじめ基本ケースで保守性を考慮
赤文字：基本ケースに対し不確かさを考慮

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.39 一部修正

S203S188
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検討ケース
断層

傾斜方向
断層
位置

断層長さ
地震ﾓｰﾒﾝﾄ

地震
規模

断層
傾斜角

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの応力降下量
〔レシピ※１に対する比〕

短周期レベル

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの
位置

破壊
開始点

評価手法

基本ケース
（ケース１）※２ 東

横浜断層の
位置

L=20km
4.40×1018(Nm)

M6.8
（Mw6.36）

60°
14.21 (MPa)

〔レシピ×1.0〕
8.69×1018（Nm/s2)

敷地に
近い

最浅部

破壊が敷
地に向か
う位置に
複数考慮

各種距離減衰式
統計的グリーン
関数法

ケース２
（地震規模）※３ 東

横浜断層の
位置

L=27km
7.83×1018(Nm)

M7.0
（Mw6.53）

60°
13.62 (MPa)

〔レシピ×1.0〕
1.05×1019（Nm/s2)

各種距離減衰式
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ合成法

ケース３
（断層傾斜角）

東
横浜断層の

位置
L=20km

6.43×1018(Nm)
M6.9

（Mw6.47）
45°

13.85 (MPa)
〔レシピ×1.0〕

9.86×1018（Nm/s2)

各種距離減衰式
統計的グリーン
関数法

ケース４
（応力降下量）

東
横浜断層の

位置
L=20km

4.40×1018(Nm)
M6.8

（Mw6.36）
60°

21.31（MPa）
〔レシピ×1.5〕

1.30×1019（Nm/s2)

各種距離減衰式
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ合成法

５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（３）検討ケース

検討用地震の想定〔下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震〕

第1005回審査会合資料からの変更点（パラメータ設定・計算方法）
※２：地震モーメントM0の算定を，入倉・三宅（2001）からSomerville et al.（1999）に変更。
※３：各メッシュの破壊開始時刻の揺らぎを見直し（前回は「L=27km，傾斜角60度，アスペリティの応力降下量1.5倍」のケースと同じ揺らぎを採用していたが，当該ケースを取り止

めたために再計算を実施）。

：あらかじめ基本ケースに織り込む不確かさ ：考慮する不確かさ

検討ケースの青文字：基本ケース
検討ケースの赤文字：不確かさケース

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.41 一部修正

S203S188

 全ケースとも地震発生層を飽和する断層幅を設定していることから，地震モーメントは地震調査研究推進本部（2020）に準じた場合，
入倉・三宅（2001)を用いて算定することになるが，基本ケース（ケース１）及びケース４（応力降下量）についてはSomerville et al.
（1999）を用いた方が若干大きくなるため，保守的にSomerville et al.（1999）を採用する（補足説明資料３章７参照）。

※１：地震調査研究推進本部（2020）。



55

５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（４）基本ケース及び不確かさケースの整理

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の基本ケース及び不確かさケースの構成

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.37 一部修正

S203S188

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」については，あらかじめ地震動評価の保守性確保の観点から「孤立した短い活断層
の存在を仮定した断層長さ」として L=20kmを地表痕跡の認められる横浜断層の位置で考慮し，さらに地震規模，断層傾斜角及びアス
ペリティの応力降下量の不確かさを考慮。

【下北半島東部の地質構造上の特徴】

ケース３（断層傾斜角） ケース４（応力降下量）ケース２（地震規模）

 地震動評価の保守性確保の観点から，以下を
考慮
・陸奥湾側に想定される東傾斜の高角な逆断層

を，敷地に近い地表痕跡の認められる横浜
断層位置で考慮。

・ 「孤立した短い活断層の存在を仮定した断層
長さ」 （L=20km）を基本ケースに考慮。

・アスペリティの配置も，活断層に基づく地震（横
浜断層による地震）と同様に敷地に近い最浅
部に設定。

 狭隘な高速度層の高まりが認められる。
 一方，これに対応する活断層は認められない。

L=20㎞（孤立した短い活断層の存在を仮定した断層長さ）
断層傾斜角 60度
⊿σa = 1.0×強震動予測レシピ※

基本ケース（ケース１）

東通原子力発電所

横浜断層（地表）

60°▽地震発生層上限

W E

東通原子力発電所

：アスペリティ

東通原子力発電所

東通原子力発電所

：アスペリティ

東通原子力発電所

横浜断層（地表）

60°▽地震発生層上限

W E

L=20㎞（孤立した短い活断層の存在を仮定した断層長さ）
断層傾斜角 60度
⊿σa = 1.5×強震動予測レシピ

東通原子力発電所

横浜断層（地表）

45°
▽地震発生層上限

W E

東通原子力発電所

：アスペリティ

L=20㎞（孤立した短い活断層の存在を仮定した断層長さ）
断層傾斜角 45度
⊿σa = 1.0×強震動予測レシピ

東通原子力発電所

横浜断層（地表）

60°
▽地震発生層上限

W E

東通原子力発電所

：アスペリティ

L=27㎞（地表地震断層としてその全容を表す規模）
断層傾斜角 60度
⊿σa = 1.0×強震動予測レシピ

：基本ケース
：不確かさケース

赤文字は基本ケースか
らの変更箇所

※：強震動予測レシピ：地震調査研究推進本部(2020）
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５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（５）断層モデル ①基本ケース（ケース１）及びケース４（応力降下量）

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の断層モデル（ケース１及びケース４）

ケース名
断層長さ

L(km）
M Mw

等価震源距離
Xeq(km)

断層最短距離
RRup（km）

基本ケース（ケース１）
ケース４（応力降下量）

20.0 6.8 6.36 9 5.7

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の断層諸元（ケース１及びケース４）

断層配置図 配置図（A-A′断面）

A

東通原子力発電所

▽深さ3.0㎞

▽深さ15.0㎞

A´横浜断層延長部

60°

断層面

4.9㎞

5.7km
（断層最短距離）

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.43 一部修正

S203S188

東通原子力発電所

R3

R1

R2

R4

：破壊開始点
：アスペリティ

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

5.7㎞
（断層最短距離）

TN

PN



57

断層配置図

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の断層モデル（ケース２）

配置図（A-A′断面）

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の断層諸元（ケース２）

ケース名
断層長さ
L（km）

M Mw
等価震源距離

Xeq(km)
断層最短距離

RRup（km）

ケース２（地震規模） 27.0 7.0 6.53 10 5.7

A

▽深さ3.0㎞

▽深さ15.0㎞

A´横浜断層延長部

60°

断層面

東通原子力発電所

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

4.9㎞

5.7km
（断層最短距離）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.45 一部修正５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（５）断層モデル ②ケース２（地震規模） S203S188

R3

R1

R2

R4

：破壊開始点
：アスペリティ

東通原子力発電所

TN

PN6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

5.7㎞
（断層最短距離）
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「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の断層モデル（ケース３）

ケース名
断層長さ

L(km）
M Mw

等価震源距離
Xeq(km)

断層最短距離
RRup（km）

ケース３（断層傾斜角） 20.0 6.9 6.47 8 4.6

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の断層諸元（ケース３）

断層配置図 配置図（A-A′断面）

A

東通原子力発電所

▽深さ3.0㎞

▽深さ15.0㎞

A´横浜断層延長部

45°

断層面

3.6㎞

4.6km
（断層最短距離）

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.44 一部修正５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（５）断層モデル ③ケース３（断層傾斜角） S203S188

東通原子力発電所

R3

R1

R2

R4

：破壊開始点
：アスペリティ

4.6㎞
（断層最短距離）

TN

PN

6.6㎞
（横浜断層延長部

からの距離）
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【与条件】

断層面積（S）
断層長さ及び断層幅により設定

278.0km2

地震発生層
震源深さ分布等に基づき設定

厚さ 12km

断層幅（W）
断層傾斜角及び地震発生層

に基づき設定
13.9km

密度（ρ），S波速度（β）
地震調査研究推進本部(2004)

剛性率(μ=ρβ2)

断層傾斜角
地質構造上の特徴等を考慮

東傾斜 60°

断層面位置
地表延長部を横浜断層の位置

断層長さ（L）
孤立した短い活断層の存在を仮定

した断層長さ
20km

【微視的断層面】【巨視的断層面】

地震モーメント（M0）
〔Somerville et al.(1999)〕

M0=(S/(2.23×10-15))3/2/107 (N・m)

地震規模（Mw）
〔Kanamori(1977)〕

Mw=(logM0-9.1)/1.5

平均応力降下量（⊿σ）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕
⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) （MPa）

平均すべり量（D）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

D=M0/(μS) (m)

アスペリティの面積（Sa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Sa=πr2 （km2）
r=(7πM0β

2)/(4AR)

アスペリティのすべり量（Da）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Da=2.0×D （m）

短周期レベル（A）
〔壇ほか(2001)〕

A=2.46×1010×（M0×107）1/3 (N・m/s2)

アスペリティの応力降下量（⊿σa）
※

〔地震調査研究推進本部（2020）〕
⊿σa=(S/Sa）⊿σ （MPa）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.47 一部修正５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（６）断層パラメータ設定フロー ①基本ケース（ケース１）及びケース４（応力降下量） S203S188

※：ケース４（応力降下量）では，⊿σaを1.5倍にする。
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【与条件】

断層面積（S）
断層長さ及び断層幅により設定

375.3km2

地震発生層
震源深さ分布等に基づき設定

厚さ 12km

断層幅（W）
断層傾斜角及び地震発生層

に基づき設定
13.9km

密度（ρ），S波速度（β）
地震調査研究推進本部(2004)

剛性率(μ=ρβ2)

断層傾斜角
地質構造上の特徴等を考慮

東傾斜 60°

断層面位置
地表延長部を横浜断層の位置

断層長さ（L）
地表地震断層としてその全容を

表す規模
27km

【微視的断層面】【巨視的断層面】

地震モーメント（M0）
〔入倉・三宅(2001)〕

M0=(S/(4.24×10-11))2/107 (N・m)

地震規模（Mw）
〔Kanamori(1977)〕

Mw=(logM0-9.1)/1.5

平均応力降下量（⊿σ）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕
⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) （MPa）

平均すべり量（D）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

D=M0/(μS) (m)

アスペリティの面積（Sa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Sa=πr2 （km2）
r=(7πM0β

2)/(4AR)

アスペリティのすべり量（Da）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Da=2.0×D （m）

短周期レベル（A）
〔壇ほか(2001)〕

A=2.46×1010×（M0×107）1/3 (N・m/s2)

アスペリティの応力降下量（⊿σa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

⊿σa=(S/Sa）⊿σ （MPa）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.49 一部修正５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（６）断層パラメータ設定フロー ②ケース２（地震規模） S203S188
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【与条件】

断層面積（S）
断層長さ及び断層幅により設定

340.0km2

地震発生層
震源深さ分布等に基づき設定

厚さ 12km

断層幅（W）
断層傾斜角及び地震発生層

に基づき設定
17.0km

密度（ρ），S波速度（β）
地震調査研究推進本部(2004)

剛性率(μ=ρβ2)

断層傾斜角
断層面積増加の影響を考慮

東傾斜 45°

断層面位置
地表延長部を横浜断層の位置

断層長さ（L）
孤立した短い活断層の存在を仮定

した断層長さ
20km

【微視的断層面】【巨視的断層面】

地震モーメント（M0）
※

〔入倉・三宅(2001)〕
M0=(S/(4.24×10-11))2/107 (N・m)

地震規模（Mw）
〔Kanamori(1977)〕

Mw=(logM0-9.1)/1.5

平均応力降下量（⊿σ）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕
⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) （MPa）

平均すべり量（D）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

D=M0/(μS) (m)

アスペリティの面積（Sa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Sa=πr2 （km2）
r=(7πM0β

2)/(4AR)

アスペリティのすべり量（Da）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

Da=2.0×D （m）

短周期レベル（A）
〔壇ほか(2001)〕

A=2.46×1010×（M0×107）1/3 (N・m/s2)

アスペリティの応力降下量（⊿σa）
〔地震調査研究推進本部（2020）〕

⊿σa=(S/Sa）⊿σ （MPa）

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.48 一部修正５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（６）断層パラメータ設定フロー ③ケース３（断層傾斜角） S203S188

※：M0の算定は，Somerville et al.(1999)より保守的な入倉・三宅(2001)を用いた(補足説明資料３章６参照）。
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断層パラメータ 記号 単位 設定方法
基本ケース
（ケース１）

ケース２
（地震規模）

ケース３
（断層傾斜角）

ケース４
（応力降下量）

巨
視
的
断
層
面

走向 θ ° 設定 15 ← ← ←

断層傾斜角 δ ° 設定 東傾斜 60 ← 東傾斜 45 東傾斜 60

断層長さ L km 設定 20.0 27.0 20.0 ←

断層幅 W km 地震発生層厚さ(12km)と断層傾斜角から設定 13.9 ← 17.0 13.9

断層面積 S km2 S=L×W 278.0 375.3 340.0 278.0

断層上端深さ － km 地震発生層の検討結果による 3.0 ← ← ←

断層下端深さ － km 地震発生層の検討結果による 15.0 ← ← ←

地震モーメント M0 Nm
ケース１，４ ： M0=(S/(2.23×10-15))3/2/107 〔Somerville et al.(1999)〕
ケース２，３ ： M0=(S/(4.24×10-11))2/107 〔入倉・三宅(2001)〕

4.40×1018 7.83×1018 6.43×1018 4.40×1018

気象庁マグニチュード Mｊ － Mj=(logM0-10.72)/1.17  〔武村(1990)〕 6.8 7.0 6.9 6.8

モーメントマグニチュード Mw － Mw=(logM0-9.1)/1.5 〔Kanamori(1977)〕 6.36 6.53 6.47 6.36

密度 ρ g/cm3 地震調査研究推進本部(2004)に基づき設定 2.69 ← ← ←

Ｓ波速度 β km/s 地震調査研究推進本部(2004)に基づき設定 3.58 ← ← ←

剛性率 μ N/m2 μ=ρβ2 3.45×1010 ← ← ←

平均すべり量 D m D=M0/(μS) 0.459 0.606 0.549 0.459

平均応力降下量 ⊿σ MPa ⊿σ=(7π1.5/16)(M0/S1.5) 2.31 2.63 2.50 2.31

破壊伝播速度 Vr km/s Vr=0.72β 〔Geller(1976)〕 2.58 ← ← ←

短周期レベル A Nm/s2 A=2.46×1010×（M0×10７）1/3 〔壇ほか(2001)〕 8.69×1018 1.05×1019 9.86×1018 8.69×1018

高周波遮断周波数 ｆmax Hz 鶴来ほか(1997) 6.0 ← ← ←

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

等価半径 r km r=(7πM0β
2)/(4AR) 3.80 4.80 4.42 3.80

地震モーメント M0a Nm M0a=μDaSa 1.43×1018 3.02×1018 2.32×1018 1.43×1018

面積 Sa km2 Sa=πr2 45.3 72.3 61.4 45.3

平均すべり量 Da m Da=2D 0.918 1.211 1.097 0.918

応力降下量 ⊿σa MPa ⊿σa=(S/Sa)⊿σ，ケース４は1.5倍 14.21 13.62 13.85 21.31

短周期レベル Aa Nm/s2 Aa=4π(Sa/π)0.5⊿σaβ
2，ケース４は1.5倍 8.69×1018 1.05×1019 9.86×1018 1.30×1019

背
景
領
域

地震モーメント M0b Nm M0b=M0-M0a 2.97×1018 4.81×1018 4.11×1018 2.97×1018

面積 Sb km2 Sb=S-Sa 232.7 303.0 278.6 232.7

平均すべり量 Db m Db=M0b/(μSb) 0.370 0.461 0.428 0.370

実効応力 σb MPa ⊿σb=(Db/Wb)/(Da/Wa)⊿σa, Wa = Sa
0.5, Wb = W 2.77 3.17 2.49 4.15

Q値 Q － 川瀬・松尾(2004) 243f0.69 ← ← ←

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.50 一部修正５．４ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震
（７）断層パラメータ S203S188
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 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」については，Noda et al.(2002)のデータ範囲外のため，各種距離減衰式による評価を行った。

 各種距離減衰式による評価においては，東通の地盤条件（Vs30=1640m/s）で適用可能な式に加え，適用外となる式に対しても参考的に評価を
実施した (各種距離減衰式の概要については補足説明資料３章１参照）。

 距離減衰式による違いは大きい結果となった。また，適用範囲内の式の応答スペクトルは，適用外の式に対して一部の周期帯で下回る個所が
あるものの全体的には同等以上となっていることも踏まえ，適用範囲内の式で評価を代表する。

基本ケース（ケース１）
ケース４（応力降下量）

応答スペクトルに基づく地震動評価 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」（水平）

ケース３（断層傾斜角）ケース２（地震規模）

： Zhao et al.(2006)
： Kanno et al.(2006)
： Abrahamson et al.(2014)

： Idriss (2014)
： 片岡ほか(2006) ケース４※

： Chiou and Youngs(2014)

： Abrahamson and Silva(2008)
： 内山・翠川(2006)
： Boore et al.(2014)

： Chiou and Youngs(2008) 
： 片岡ほか(2006) ケース１～３
： Campbell and Bozorgnia(2014)

太線：適用範囲内
細線：適応範囲外

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.52 一部修正

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（１）応答スペクトルに基づく手法 S203S188

※：ケース４（応力降下量）の短周期レベルは，基本ケース（ケース１）の1.5倍である 1.30×1019（Nm/s2）とした。
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 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の基本ケース（ケース１）について，統計的グリーン関数法※を
適用した評価を行った。

断層モデルを用いた手法による地震動評価 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」基本ケース（ケース１）（PN基準）

NS成分 EW成分 UD成分

※：釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）による。

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ①基本ケース(ケース１） 応答スペクトル S205S188 S203

：破壊開始点１
：破壊開始点２
：破壊開始点３
：破壊開始点４
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最大加速度：329cm/s2 最大加速度：429cm/s2 最大加速度：278cm/s2

最大加速度：496cm/s2

最大加速度：406cm/s2

最大加速度：435cm/s2

最大加速度：356cm/s2

最大加速度：363cm/s2

最大加速度：414cm/s2

最大加速度：281cm/s2

最大加速度：266cm/s2

最大加速度：393cm/s2

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」基本ケース（ケース１）の加速度波形（PN基準）

UD成分EW成分

破壊開始点１

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点２

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点３

UD成分EW成分NS成分

破壊開始点４

NS成分

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.59 一部修正

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ①基本ケース（ケース１） 加速度波形 S203S188
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第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.60 一部修正

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ①基本ケース（ケース１） 速度波形

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」基本ケース（ケース１）の速度波形（PN基準）

S203S188



67

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50
10

0
20

0
50

0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50
10

0
20

0
50

0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50
10

0
20

0
50

0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」のケース２（地震規模）について，地震モーメントが大きいこと，
統計的グリーン関数法※１と理論的手法の比較を行い，接続周期より長周期では両者は同等である〔一部周期帯で
は理論的手法がやや大きい（補足説明資料３章８参照）〕ことから，ハイブリッド合成法※２を適用した評価を行った。

断層モデルを用いた手法による地震動評価 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」ケース２（地震規模）（PN基準）

NS成分 EW成分 UD成分

※１：釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）による。

※2：短周期側を統計的グリーン関数法，長周期側を理論的手法〔Hisada（1994）〕とする。

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ②ケース２（地震規模） 応答スペクトル

：破壊開始点１
：破壊開始点２
：破壊開始点３
：破壊開始点４

S205S188 S203
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UD成分EW成分NS成分

破壊開始点４

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.63 一部修正

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ②ケース２（地震規模） 加速度波形

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」ケース２（地震規模）の加速度波形（PN基準）

S203S188
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最大加速度：396cm/s2 最大加速度：409cm/s2 最大加速度：275cm/s2

最大加速度：443cm/s2

最大加速度：482cm/s2

最大加速度：428cm/s2

最大加速度：342cm/s2

最大加速度：347cm/s2

最大加速度：350cm/s2

最大加速度：254cm/s2

最大加速度：273cm/s2

最大加速度：267cm/s2
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第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.64 一部修正

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ②ケース２（地震規模） 速度波形

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」ケース２（地震規模）の速度波形（PN基準）

S203S188
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最大速度：24.5cm/s 最大速度：28.9cm/s 最大速度：33.1cm/s

最大速度：33.2cm/s最大速度：20.8cm/s 最大速度：31.3cm/s

最大速度：27.7cm/s最大速度：27.4cm/s 最大速度：34.4cm/s

最大速度：30.0cm/s最大速度：21.8cm/s 最大速度：29.9cm/s
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 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」のケース３（断層傾斜角）について，統計的グリーン関数法※

を適用した評価を行った。

断層モデルを用いた手法による地震動評価 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」ケース３（断層傾斜角）（PN基準）

NS成分 EW成分 UD成分

※：釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）による。

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ③ケース３（断層傾斜角） 応答スペクトル

：破壊開始点１
：破壊開始点２
：破壊開始点３
：破壊開始点４

S205S188 S203
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第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.61 一部修正

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ③ケース３（断層傾斜角） 加速度波形

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」ケース３（断層傾斜角）の加速度波形（PN基準）

S203S188
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第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.62 一部修正

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ③ケース３（断層傾斜角） 速度波形

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」ケース３（断層傾斜角）の速度波形（PN基準）

S203S188
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断層モデルを用いた手法による地震動評価 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」ケース４（応力降下量）（PN基準）

NS成分 EW成分 UD成分

５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ④ケース４（応力降下量） 応答スペクトル S205S188 S203

：破壊開始点１
：破壊開始点２
：破壊開始点３
：破壊開始点４

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」のケース４（応力降下量）について，短周期において敷地への
影響が大きいこと，統計的グリーン関数法※１と理論的手法の比較を行い，接続周期より長周期では両者は同等で
ある〔一部周期帯では理論的手法がやや大きい（補足説明資料３章８参照）〕ことから，ハイブリッド合成法※２を適
用した評価を行った。

※１：釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）による。

※2：短周期側を統計的グリーン関数法，長周期側を理論的手法〔Hisada（1994）〕とする。
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５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ④ケース４（応力降下量） 加速度波形

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」ケース４（応力降下量）の加速度波形（PN基準）

S203S188

最大加速度：502cm/s2 最大加速度：587cm/s2 最大加速度：445cm/s2

最大加速度：482cm/s2

最大加速度：535cm/s2

最大加速度：654cm/s2

最大加速度：534cm/s2

最大加速度：551cm/s2

最大加速度：469cm/s2

最大加速度：395cm/s2

最大加速度：433cm/s2

最大加速度：374cm/s2
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５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（２）断層モデルを用いた手法 ④ケース４（応力降下量） 速度波形

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」ケース４（応力降下量）の速度波形（PN基準）

S203S188

最大速度：26.0cm/s 最大速度：36.8cm/s 最大速度：29.2cm/s

最大速度：35.2cm/s

最大速度：33.9cm/s

最大速度：39.5cm/s

最大速度：26.4cm/s

最大速度：39.4cm/s

最大速度：22.0cm/s

最大速度：33.9cm/s

最大速度：38.7cm/s

最大速度：22.9cm/s
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５．５ 下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震の地震動評価
（３）まとめ 「震源を特定せず策定する地震動」との比較

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の地震動評価〔断層モデル波（PN基準）及び距離減衰式〕

第1005審査会合（R3.9.17）

資料１－２ p.53 一部修正

NS成分 EW成分 UD成分

S205S188 S203 S204

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」は，活断層を伴わない規模の小さい地震をベースに想定位置や規模等に保守性を考慮した検討用地震
である。そこで，参考として敷地において算定された地震動が保守的なものであることを確認する観点から，「震源を特定せず策定する地震動」との比較を行
った。比較には，震源と活断層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍における観測記録に基づき策定された標準
応答スペクトル※１及び加藤ほか（2004）※２に加え留萌地震※３採用した。

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」は，短周期～中周期にかけて「震源を特定せず策定する地震動」を超過する大きさとなっている。

※１：補足説明資料４章参照。 ※２：地下構造モデルに基づきNoda et al.(2002).の地盤増幅率を用いて補正した。
※３：2004年北海道留萌支庁南部の地震。防災科学技術研究所のKiK-net港町観測点の記録から求まるVs＝938m/s位置でのはぎとり波に裕度を考慮した地震動（水平620cm/s2，鉛直320cm/s2）。
※４：統計的グリーン関数法は〔釜江ほか（1991）及び入倉ほか（1997）〕による。
※５：短周期側を統計的グリーン関数法，長周期側を理論的手法〔Hisada(1994)〕とする。
※６：適用範囲内の各種距離減衰式の地震動評価を記載。

：基本ケース（ケース１），統計的グリーン関数法※４

：ケース２（地震規模），ハイブリッド合成法※５

：ケース３（断層傾斜角），統計的グリーン関数法
：ケース４（応力降下量），ハイブリッド合成法
：【参考】震源を特定せず策定する地震動（標準応答スペクトル） ※１

：基本ケース（ケース１），ケース４（応力降下量），各種距離減衰式※６

：ケース２（地震規模），各種距離減衰式
：ケース３（断層傾斜角），各種距離減衰式
：【参考】震源を特定せず策定する地震動〔加藤ほか（2004）〕 ※２

：【参考】留萌地震※３

（断層モデル手法の同色は同じケース
内の破壊開始点の違いを表す。各種
距離減衰式の同色は同じケース内の
異なる距離減衰式を表す。）
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６．内陸地殻内地震の地震動評価 まとめ

６．１ 内陸地殻内地震の地震動評価 まとめ
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内陸地殻内地震の地震動評価〔断層モデル波（PN基準）及び距離減衰式〕

６．１ 内陸地殻内地震の地震動評価 まとめ
 検討用地震として「横浜断層による地震」及び「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」を選定した。

 敷地に与える影響は， ほぼ全周期において， 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の方が大きい結果となっている。

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」は，短周期～中周期にかけて参考に示した「震源を特定せず策定する地震動」を超過する大きさ
となっている。

※１：適用範囲内の各種距離減衰式の地震動評価を記載。 ※２：補足説明資料４章参照。 ※３：地下構造モデルに基づきNoda et al.(2002).の地盤増幅率を用いて補正した。

※４：2004年北海道留萌支庁南部の地震。防災科学技術研究所のKiK-net港町観測点の記録から求まるVs＝938m/s位置でのはぎとり波に裕度を考慮した地震動（水平620cm/s2，鉛直320cm/s2）。
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２つの検討用地震のそれぞれで，比較的影響の大きいケースを記載した。

【震源を特定せず策定する地震動】
：【参考】標準応答スペクトル※２

：【参考】加藤ほか（2004）※３

：【参考】留萌地震※４

【下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震】
ケース３（断層傾斜角） ケース４（応力降下量）

：統計的グリーン関数法 ：ハイブリッド合成法
：各種距離減衰式※１ ：各種距離減衰式※１

【横浜断層による地震】
ケース２（応力降下量）

：統計的グリーン関数法
：Noda et al.(2002)

（断層モデル手法の同色は同じケース内の破壊開始点の違いを表す。各種距離減衰式の同色は同じケース内の異なる距離減衰式を表す。）
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